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ひずみ時効による降伏強度上昇を反映した RC 造建物の耐震性への影響評価 

ひずみ時効 鉄筋 正会員 ○岡村光晋*1 正会員 Alex Shegay*2 

補修 正会員 佐藤 大樹*3

1. 序論

近年，地震で損傷した建物の補修や再利用の意義が強ま

っている 1) ．補修後の建物の耐震性能変化の一つの要因と

してひずみ時効という現象がある．ひずみ時効とは，塑性

ひずみを与えた後に，時間の経過とともに強さや弾性限の

上昇，降伏点の再現などの起こる現象 2) である．鉄筋の耐

力上昇は崩壊モードを移行させる恐れがあるなど，ひずみ

時効は RC 造建物の耐震性に影響を及ぼす恐れがある． 

既往研究 3,4) では鉄筋について，ひずみ時効による特性

変化を予測する式の構築を行った．そこで，本報ではひず

み時効による降伏強度上昇を反映した建物モデルの耐震

性への影響の評価を行う． 

2. 建物モデル概要

ひずみ時効による強度上昇を反映した建物モデルを作

成し，その応答を解析することで，ひずみ時効による耐震

性への影響を評価する．ひずみ時効による強度上昇が発生

した際に考えられる耐震性への影響として，梁の強度の上

昇に起因する柱梁強度の逆転，層崩壊が挙げられる．一方

で現在の基準で設計されたRC造建物 5) は十分な柱梁強度

比 MC / MB を確保しており，柱梁強度の逆転が発生しない

と考えられる．そこで，柱の細いモデルを作成し，より大

きい地震波を入力することによって，どのようなケースで

ひずみ時効による柱梁強度の逆転が起こるかを探ること

を目的とする． 

2.1 強度上昇前の建物モデル概要 

検討対象建物は構造設計・部材断面事例集 5) 内にある

10 階建ての鉄筋コンクリート造建物である 6) （各種図面

を図 1 に示す）．本建物は雑壁を持たない純ラーメン構造

であり，梁が柱に先行して曲げ降伏する．これを RESP-D

を用いてモデル化し，地震動を与えて応答を解析した．ま

た，柱幅を 0.9 倍にし，鉄筋比が一定になるよう調整し

たモデルも併せて作成した．MC / MB の平均値から，柱幅

が 1 倍のモデルを Model_1.9 ， 0.9 倍のモデルを

Model_1.4 とする． 

地震波には Trifunac 法を用いて算出した最大速度が 50 

kine となるよう調節した 1 倍波を基準とし，1 倍波，2 倍

波および 3 倍波を使用する． 

2.2 強度上昇を反映したモデルの作成 

強度上昇モデルの作成の際には，1 回目の地震による損

傷から十分な時間が経過しており（ひずみ時効が十分に発

生している），コンクリート部の損傷は適切に補強が加え

られている（コンクリート部の損傷による剛性および耐力

の低下は考えない）と仮定した． 

Model_1.9 および Model_1.4 に 1 倍波を入力し，大梁主

筋ひずみ ε を算出，降伏強度変化率 βY の予測式 3) を用い

てひずみ時効による降伏強度上昇を反映させた．各層の代

表的な大梁主筋のひずみ時効による降伏強度上昇の倍率

を表 1 に示す．なお，背景色が橙色のものは十分に大梁主

筋のひずみが発生し，大きく強度上昇を起こしたことを示

している．また，Model_1.9 および Model_1.4 の強度上昇

前後の柱脚部の代表的な柱梁強度比 MC / MB を表 2 に示

す．表 2 より，Model_1.9 では強度上昇前後共に MC / MB 

が 1 を上回っているのに対し，Model_1.4 は強度上昇後に

2 階および 10 階で柱梁強度の逆転を起こしている． 

(a) 基準階平面図 (b) X1 通り軸組図

図 1 検討対象建物概要 

表 1 ひずみ時効後の代表的な大梁の降伏強度の倍率 

Model_1.9 Model_1.4 

9F ~ PHR 1.04 1.04 

2F ~ 8F 1.15 1.15 

1F 1.04 1.04 

表 2 モデルの柱脚部柱梁強度比 
（1を下回るものは背景を橙色にする） 

Model_1.9 Model_1.4 

強度上昇前 強度上昇後 強度上昇前 強度上昇後 

RF 2.21 2.13 1.52 1.46 

10F 1.52 1.47 0.99 0.96 

9F 1.65 1.59 1.11 1.07 

8F 1.70 1.48 1.28 1.12 

7F 1.81 1.57 1.38 1.20 

6F 1.57 1.37 1.21 1.05 

5F 1.74 1.51 1.36 1.18 

4F 1.40 1.21 1.09 0.95 

3F 1.61 1.40 1.25 1.09 

2F 1.67 1.45 1.31 1.14 

1F 2.86 2.76 2.26 1.96 
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なお，材端ばねモデルの地震応答解析から直接大梁主

筋ひずみ ε を求めることは出来ないため，図 2 の橙色線

に示すような，梁部材実験 7) の結果を用いた大梁回転角

θ に対する ε の予測式（式 2）を作成し，使用した． 

𝜀 =
1.9

1 + e(−1400𝜃+4)
(2) 

図 2 大梁回転角に対する大梁主筋ひずみの関係 

3. 強度上昇モデルの耐震性評価

2.2 節で作成した強度上昇モデルに 1 倍波，2 倍波およ

び 3 倍波を入力し，その応答を比較する．解析の結果得ら

れた層間変形角を図 3 に示す．図 3 より，ひずみ時効によ

る降伏強度上昇前では応答が小さかった上部層について，

強度上昇を反映したモデルの応答が増大している．これは

強度上昇以前には塑性変形を起こしていた部材が塑性変

形を起こさなくなったため，そのエネルギーが弾性変形に

変換されたためであると考えられる．また，図 3(b)より，

Model_1.4 はひずみ時効を反映した際に計算結果が発散

している．これは層崩壊を起こしたためであると考えられ，

表 2 より Model_1.4 は強度上昇で柱梁強度比が 1 を下回

った接合部があるため，柱梁強度の逆転によって層崩壊が

発生したと考えられる． 

この層崩壊の原因である柱梁強度の逆転を防ぐために

は，ひずみ時効により大梁の降伏強度 MB が上昇した後で

も柱の降伏強度 MC の方が大きければよいと考えられる．

原則として両者の値が鉄筋の降伏強度に比例する 8) ため，

強度上昇前の MC / MB がひずみ時効による鉄筋の降伏強

度上昇( 1 + βY ) を上回ればよいと考えられる．これは最大

でも概ね 1.15 程度の値となる 3) ため，現行の基準 8) であ

る 1.20 を上回れば柱梁強度の逆転に起因する層崩壊は防

げると考えられる． 

4. 結論

本報ではひずみ時効による鉄筋の特性変化を反映した

際の RC 造建物の耐震性への影響を評価するため，ひずみ

時効による降伏強度上昇反映した建物モデルへの地震応

答解析を行った．確認した事項を以下に示す． 

(1) ひずみ時効による大梁主筋の特性変化を反映した解析

モデルに再度地震波を入力して応答を解析した際，検討

した範囲では，ひずみ時効による強度上昇後に柱梁強度

比が 1 に満たない一部のケースで柱梁強度の逆転に起

因する層崩壊が起こる恐れがあることを確認した． 

(2) この柱梁強度比の逆転を防止するためには，ひずみ時

効による大梁の降伏強度上昇を上回る柱梁強度比での

設計を行えばよいと考えられ，現行の基準である 1.20 を

上回れば柱梁強度比の逆転は防げると考えられる．

(a) Model_1.9

(b) Model_1.4

図 3 地震応答解析結果 
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